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中小企業会計学会第９回大会開催にあたって 

 

 

準備委員長 平賀 正剛 

 

 

 会員の皆様におかれましては、、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 このたび、愛知学院大学名城公園キャンパス・キャッスルホールにて、中小企業会計学会

第９回大会を開催する運びとなりました。 

 時代が令和に移行し、約２年半が経ちました。明るい光を期待した令和の世は、コロナ禍

に出鼻をくじかれました。暗い世相は、中小企業にも深い影を落としています。日本の中小

企業が栄え、そこで働く人々やその家族が、物心ともに豊かに暮らすために、会計はどのよ

うに役立ちうるのか―中小企業会計の研究に携わる者として、このことを今こそ考えずに

はいられません。 

 そのような思いを背景に、今大会の統一論題は「幸せのための中小企業会計」といたしま

した。工藤栄一郎先生（西南学院大学）の司会のもと、和田博志先生（近畿大学）、水野一

郎先生（関西大学）、大山修先生（公認会計士）の３名よりご報告いただきます。 

また、統一論題報告に先立つ基調講演では、中小企業庁事業環境部長・飯田健太先生をお

招きし、坂本孝司先生（愛知工業大学・税理士）を司会に、「最新の中小企業政策」につい

てご講演いただきます。 

さらに学会二日目（19 日）には、ご報告いただいた 3 名の先生方を中心に、討論会を行

います。また、2 つの課題研究委員会の報告、6 組の自由論題報告も予定されております。

これらのプログラムを通じ、人の世の幸せに資する中小企業会計のあり方を、会員の皆様と

幅広に論議できれば幸いです。同時に、本大会がコロナ禍で奪われた学会の「日常」を取り

戻す契機となればと願っております。 

多くの会員の皆様のご参加を、準備委員一同心よりお待ち申し上げております。 

 最後に、本大会の開催にあたり、多大なご支援・ご協力を賜りました関係各位に衷心より

御礼申し上げます。 

 

 

 

 

第９回大会準備委員会 

委員長 平賀 正剛 

委 員 飯島 康道・野口 倫央 
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第９回大会プログラム 

 

9 月 17 日（金） 

15 時 30 分 ～ 17 時 30 分 理事会（キャッスルホール 1104） 

 

 

初日・9 月 18 日（土） 

12 時 00 分 ～ 17 時 00 分 参加者受付（キャッスルホール 3 階） 

13 時 00 分 ～ 13 時 45 分 会員総会（キャッスルホール 1302 教室） 

基調講演（キャッスルホール 1302 教室） 

14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 

 

 

司 会 坂本 孝司 氏（愛知工業大学・税理士） 

講演者 飯田 健太 氏（中小企業庁事業環境部長） 

テーマ 「最新の中小企業政策」 

統一論題報告（キャッスルホール 1302 教室） 

幸せのための中小企業会計 

15 時 30 分 ～ 17 時 10 分 

 

 

 

 

 

 

 

司 会 工藤 栄一郎 氏 （西南学院大学） 

（1）「幸せのための分配志向的損益計算」 

報告者 和田 博志 氏（近畿大学） 

（2）「中小企業管理会計と分配の多様性」 

   報告者 水野 一郎 氏（関西大学） 

（3）「中小企業の事業承継型 M&A、その期待される効

果と課題について」 

   報告者 大山 修 氏（公認会計士） 

17 時 30 分 ～ 18 時 30 分 

 

 

懇親イベント 名古屋の夕景を楽しむ会 

※粗品を用意しておりますので是非ご参加下さい 

（アガルスタワー10 階 アガルスホール） 
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二日目・9 月 19 日（日） 

自由論題報告 第一会場（キャッスルホール 1303 教室） 

10 時 00 分 ～ 11 時 00 分 

 

 

 

 

 

 

 

司 会 坂上 学 氏（法政大学） 

（1）「現行会社法における中小会社会計の目的の変化—

中小会社の機関設計との関連で—」 

  報告者 星野 有理子 氏 

（近畿大学大学院博士後期課程） 

（2）「ブロックチェーン技術を用いた会計帳簿の正規の

簿記の発展性」 

  報告者 高砂 昭宏 氏（税理士） 

11 時 10 分 ～ 11 時 40 分 

 

 

 

（3）「日本の中小企業におけるクラウド会計導入に関す

る意識調査」 

  報告者 菅原 智 氏（関西学院大学） 

加納 慶太 氏（県立広島大学） 

自由論題報告 第二会場（キャッスルホール 1304 教室） 

10 時 00 分 ～ 11 時 00 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

司 会 飯島 康道 氏（愛知学院大学） 

（1）「中小企業における設備投資マネジメント・プロセ

ス―非財務指標および財務業績に与える影響に関

する経験的検証―」 

  報告者 牧野 功樹 氏（釧路短期大学） 

（2）「新型コロナ支援融資を受けた中小企業のデフォル

トリスクに関する一考察―阪神・淡路大震災とコロ

ナ禍における信用保証協会の対応を中心に―」 

  報告者 櫛部 幸子 氏（鹿児島国際大学） 

宗田 健一 氏（鹿児島県立短期大学） 

11 時 10 分 ～ 11 時 40 分 

 

 

（3）「中小企業監査制度の再考察―会計調査人制度の研

究を中心として―」 

報告者 宮下 仁志 氏（税理士） 

 

 



 

6 

 

 

課題研究委員会報告（キャッスルホール 1302 教室） 

13 時 00 分 ～ 14 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

司 会 浦崎 直浩 氏 （近畿大学） 

（1）中間報告（13 時 00 分 ～ 13 時 30 分） 

委員長 平賀 正剛 氏（愛知学院大学） 

「日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究 

―文化的視座からのアプローチ―」 

（2）最終報告（13：40～14：25） 

   委員長 成川 正晃 氏（東京経済大学） 

  「中小企業事業継承における課題と展望―中小企業

会計の視点から―」 

統一論題討論（キャッスルホール 1302 教室） 

幸せのための中小企業会計 

14 時 40 分 ～ 16 時 10 分 

 

 

 

司 会 工藤 栄一郎 氏（西南学院大学） 

討論者 和田 博志 氏（近畿大学） 

水野 一郎 氏（関西大学） 

大山 修 氏（公認会計士） 
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基 調 講 演 
 

「最新の中小企業政策」 
 

 

 

 

 

司  会 坂本 孝司 氏（愛知工業大学・税理士） 

講演者 飯田 健太 氏（中小企業庁事業環境部長） 

 

 

令和 3 年 9 月 18 日（土） 

14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 
 

キャッスルホール 1302 教室 
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講演資料については、別途準備した配布資料をご参照下さい。 
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統一論題報告 
 

「幸せのための中小企業会計」 
 

 

 

 

司 会 工藤 栄一郎 氏（西南学院大学） 

報告者 和田 博志 氏（近畿大学） 

水野 一郎 氏（関西大学） 

大 山  修 氏（公認会計士） 

 

令和 3 年 9 月 18 日（土） 

15 時 30 分 ～ 17 時 10 分 
 

キャッスルホール 1302 教室 
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統一論題「幸せのための中小企業会計」趣旨 

 

昨年、菅政権のスタートとともに発足した「成長戦略会議」の提唱する中小企業施策が注

目されている。同会議の公表した「実行計画」ならびに「成長戦略フォローアップ」では、

日本の中小企業の生産性の低さが指摘され、生産性向上のため中小企業の M&A を促進する

ことが提案されており、この点がとりわけ世間の耳目を集めている。 

この提案は、成長戦略会議のメンバーでもあるデービッド・アトキンソン氏が、かねてか

ら主張していた内容に通じている。同氏はその著書『国運の分岐点』（2019 年、講談社）に

おいて、日本の「平均賃金の低さ」という問題を解決したいとの思いが、一連の提案の出発

点となっていることを明かしている。 

 賃金・給与の水準の問題は、中小企業の経営者やそこで働く人々やその家族の日々の生活

に直結する問題である。とすれば、それは日本が一丸となって取り組むべき課題ともいえよ

う。この課題に「会計」はどのような形で貢献できるのであろうか。 

統一論題を企画するにあたり、上記の「アトキンソン提案」、とりわけ氏が日本の課題と

位置付ける賃金・給与の向上を切り口とした。企業の従業員一人当たりの賃金・給与は、一

般的には、労働生産性と労働分配率の積によって決まると考えられる。 

 

一人当たり給与 ＝ 付加価値（≒粗利益）／従業員数 × 人件費／付加価値 

                 （労働生産性）       （労働分配率） 

 

 アトキンソン氏の提案する「中小企業の M&A」は「生産性」に関するものといえる。M&A

による中小企業の統合が実現し、大規模な設備投資等が可能となれば、生産性が向上する。

一方、後者の「労働分配率」について、同氏は「最低賃金の引き上げ」に言及されている。

ただ、この点については、引き上げ後の最低賃金の支払いが困難な中小企業を“淘汰の対象”

とするようなニュアンスにも感じられる。 

 生産性の向上に成功したとしても、労働分配率が向上しなければ、賃金・給与の上昇は実

現しない。労働分配率が上昇すれば、賃金・給与の上昇のみならず、それに伴い従業員の士

気が高まり、さらなる生産性の向上につながる好循環が生まれることも期待できる。とすれ

ば、分配を意識した経営は生産性を高めるための鍵でもある。 

 経営者に「分配」を意識させることは、本来会計の果たしている重要な役割の一つであろ

う。上場企業・大企業の会計において情報提供機能に関する議論が先行しがちな昨今、従業

員をはじめとする“利害関係者への分配”は、中小企業会計とその研究において依るべき重

要な視座となりうるのではないだろうか。このような問題意識の下、和田氏、水野氏には「分

配志向の中小企業会計」について、それぞれ財務会計、管理会計の立場から論じていただく。 

 一方、労働生産性向上の手立てとしてアトキンソン氏の推奨する中小企業 M&A に関して



 

11 

 

は、特に中小企業同士の M&A の実態に触れる機会は多くないように思われる。企業同士の

マッチングや企業価値の評価はどのように進められるのであろうか。また、日本の中小企業

には、いわゆる“長寿企業”や地域の伝統産業を担う企業が多いことを考えると、大企業同

士の M&A とは異なるさまざまな課題が生じうるであろうことも想像に難くない。そこで、

大山氏には、豊富な実務のご経験をもとに、特に事業承継型 M&A の効果と課題についてご

報告いただく。 

 本統一論題報告ならびに統一論題討論が、本学会における中小企業会計研究の発展とと

もに、日本の中小企業のさらなる隆盛、ひいては中小企業に関係するすべての人々の幸福へ

とつながることを願ってやまない。 
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幸せのための分配志向的損益計算 

 

和田 博志（近畿大学） 

 

１．だれの「幸せ」を考えるのか 

 「幸福学」の観点からこれからの時代の新しい会社のあり方を研究している前野隆司氏

は、かつて「あなたは次の①、②どちらの考えを支持しますか」という質問を SNS 上に投

げかけたことがあるという。 

 ① 会社の経営で一番大事なことは、社員全員を幸せにすることである 

 ② 会社の経営で一番大事なことは、会社の利益を確保することである 

 結果は、前野氏の予想に反して、②の「会社の利益を確保することである」が過半数を占

め、このような質問自体が間違っているとのコメントも寄せられたということである。②は

利益確保が会社の目的であり、社員の幸せはその結果であるとする考え方ということがで

きる。当然、前野氏は①の立場をとるが、これは社員を幸せにすることが会社の第一の目的

であり、利益確保はその結果であるとする考え方であるといえる。 

 社員の幸せを第一とし、利益確保はその結果であるとする考え方は、伊那食品工業株式会

社の最高顧問である塚越寛氏の著書にも見られる。塚越氏は、「会社というものが存在する

理由は、一人でも多くの人を幸せにし、世の中をよくするためなのです」と述べ、「利益は

健全な事業活動をおこなった結果として生じるウンチのようなもの」とする独特の観点か

ら利益を捉えたうえで、「利益の最大化は、決して人を幸せにせず、国を豊かにすることも

ありません」とまで言い切っているのである。 

 会計学上の通説としては、利益は会社の経営成績を示す指標であり、その数値は大きくな

ればなるほど良いということにさしたる疑問も提起されてこなかったと思われる。また、会

社が利益最大化を目指すことは正しいことであり、そのためのコスト削減手法などに関す

る研究の蓄積も十分なものがあろう。しかしながら、「残り滓のごときものであり、大きけ

れば良いわけではない利益」といった観点からの研究は極めて少なかったのではないだろ

うか。そこで本報告においては、上記特徴を有する利益概念を算出する損益計算を分配志向

的損益計算と名付け、その輪郭を描き出すことにしたい。 

 

２．「我が信条」と損益計算書 

 その際に手がかりとなるものが、会計学者である田中弘氏による Johnson & Johnson 社の

「我が信条(Our Credo)」と損益計算書を結びつけた考察である。「我が信条」とは、同社の

経営理念を端的に示した文書であり、責任を負うべきステークホルダーの優先順位が明ら

かにされている。それによると、第一の責任は顧客と取引先(ビジネスパートナー)に、第二

の責任は社員に、第三の責任は地域社会に、そして第四の責任は株主に対して負うべきもの
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とされる。田中氏は、「ジョンソン・エンド・ジョンソンが『優先順位』としてつけた、『顧

客』『仕入先』『従業員』『社会』『株主』という順番は、奇しくも、損益計算書の書き順

とまったく同じ順番」であると指摘したうえで、「トップラインには、わが社の製品・サー

ビスがどれだけ社会に受け入れてもらったかを売上高として示し、その製品・サービスを作

り出す素を提供してくれた取引先に対して適切な対価を支払ったかどうか(売上原価)が示

される。企業の外部者である顧客と取引先に対する責任を果たして初めて、企業内部者であ

る従業員に対する責任(給与等)が出番となる。株主に対する責任(当期純利益)は最後の最後

にくる」と述べる。 

 言い得て妙である。一般的にはもっとも重視される当期純利益が、顧客や仕入先、そして

従業員といったステークホルダーへの分配責任を果たしたあとの残余、あたかも「残り滓」

のようなイメージで捉えられている。普段見慣れている損益計算書でさえも、見方を少し変

えるだけでこのような解釈が可能になるのは実に興味深いところである。 

 

３．損益計算書の形式と実質 

 ここに株主利益の最大化を目的としている企業があるとしよう。この場合でも、作成され

る損益計算書は、収益－費用＝当期純利益という形式をとる。しかしながら、損益計算書に

示される諸項目の実質は先の損益計算書とは異なるものとなる。すなわち、ボトムラインで

ある当期純利益は株主に帰属する額を表し、売上原価や給与等は、それを最大化するために

削減すべきコストとして捉えられることになる。 

 こうした実質の変化は、収益－費用＝純利益という形式と株主利益の最大化を目的とす

る企業観が結びついたことにより生じたものと考えることができる。つまり、損益計算書は

特定の企業観と結びつくことによって、その実質が変化する可能性があるといえる。では、

分配志向的損益計算を成立させる企業観はどのようなものになるのだろうか。 

 

４．分配志向的損益計算の基礎概念 

 報告の最後では、分配志向的損益計算のもとで、収益・費用といった基礎概念はどのよ

うに規定されることになるのかについて私見を述べるとともに、そこから導き出される具

体的な会計処理についても言及したいと考えている。 

 

参考文献 

田中弘（2016）『GDP も純利益も悪徳で栄える—「賢者の会計学」と「愚者の会計学」』税務経

理協会 

塚越寛（2019）『末広がりのいい会社をつくる 人も社会も幸せになる年輪経営』文屋 
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中小企業管理会計と分配の多様性 

 

水野 一郎（関西大学） 

 

１ はじめに 

今回の大会の統一論題テーマが「幸せのための中小企業会計」であり、大会準備委員会の

ご挨拶で「人の世の幸せに資する中小企業会計のあり方を、皆様と幅広に論議できれば幸い

です」と述べられている。「幸せのための中小企業会計」とは、「人の世の幸せに資する中小

企業経営」と「そうした経営のための会計」の探究というように理解ができる。 

そのため、本報告ではまず「人の世の幸せに資する中小企業経営」の特徴を考察し、続い

て「そうした経営のための会計」を検討していく。ただこの「そうした経営のための会計」

とは中小企業の管理会計に他ならない。そして「人の世の幸せに資する」ためには企業が創

造した価値の分配を論じる必要があり、「分配の多様性」を中小企業の事例を通して考えて

いきたい。 

 

２ 中小企業は大企業とは違った高度なマネジメントが必要 

 ドラッカー（Drucker,P.F.）は、中小企業のマネジメントについて1、「小企業は、大企業以

上に組織的かつ体系的なマネジメントをもたなければならない。確かに大仰な本社スタッ

フは要らない。込み入った手法や手続きも要らない。そのようなものをもつゆとりはない。

だが高度なマネジメントはもたなければならない。」2と述べたうえで中小企業のマネジメン

トに必要なものとして、小企業は戦略をもたなければならず、有利に戦うことができるニッ

チを見つけなければならないことを強調している。このことは中小企業のマネジメントを

考えるうえできわめて重要な視点である。 

 

３ 中小企業会計は「経営のための会計」であり、管理会計である 

中小企業会計は中小企業管理会計が根幹となる。しかもそこでは利益管理会計ではなく、

キャッシュベースの管理会計とならなければならない。ここでは「京セラの会計学」と呼ば

れている稲盛和夫氏の『稲盛和夫の実学：経営と会計』が参考になる。その著書のまえがき

で稲盛氏は、「いまこそ求められる『経営のための会計学』」の重要性を提起し、「会計がわ

からんで経営ができるか」と喝破しているが、その通りである。 

「京セラ会計学」ではつぎの 7 つの原則が挙げられており、中小企業の管理会計原則とし

て大変参考になるものである。①キャッシュベース経営の原則（お金の動きに焦点をあてた

シンプルな経営）、②一対一対応の原則 （モノとお金の動きと伝票との対応）、③筋肉質経

営の原則（利益を生まない余分な在庫や設備を一切持たない）、④完璧主義の原則 （製造・

営業の目標の完璧な遂行）、⑤ダブルチェックの原則（内部統制の要）、⑥採算向上の原則 

（売上最大・経費最小）、⑦ガラス張り経営の原則（全社員に京セラの経営状況を公開する） 

 

４ 「ヒト」への分配の重要性と多様性 

(1) 伊那食品工業 

 
1 ドラッカーは、ここで小企業、中企業、大企業のマネジメントについて説明しているが、小企業はほぼ

日本の中小企業に該当すると考えられる。 
2 Management:Tasks,Responsibilities,Practices , ,HARPER,p.649 上田惇生訳『マネジメント』下巻 66-67 頁。 
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 長野県伊那市に本社があり、事業内容は寒天の製造販売が中心。社是は「いい会社をつく

りましょう～たくましく そして やさしく～」。経営理念は「社員の幸せを追求する年輪経

営」。社員は家族、年功序列と終身雇用の維持。「人件費は、幸せを求めて働く社員たちの労

働への対価であり、この支払いは企業活動の目的そのものです。当社では、『ファミリー』

としての意識から、人件費の総額が多いことはいいことであると思っております。削減の対

象とすべき『費用』ではないという考え方です。」（塚越寛『新訂いい会社をつくりましょう』

文屋 52 頁）。 

 

(2)株式会社２１（トゥーワン） 

広島市に本社があり、事業内容は、メガネ・コンタクトレンズの小売専門店、光学品・補

聴器などの販売。社是は「社員の幸福を大切にします。社員は皆様の信頼を大切にします。」 

・ボーナスは年に 3 回あり、とくに 3 回目の 2 月の決算賞与では経常利益をほぼゼロにな

るように計算して、社員に分配。 

・徹底した「ガラス張り経営」：給与・賞与、評価はすべて公開、社長は任期制。 

・必要な資金は社員から集める「究極の直接金融」：従業員持株制と社内預金制度 

 

(3) キリックスグループ 

名古屋市にグループ本社があり、事業内容はカーリース事業と自動車販売。「社員とその

家族の幸せ・豊かさづくり」を経営理念の一つとして家族主義経営を展開。同社グループの

付加価値とその分配が興味深く、次のような計算構造となっている。売上総利益を限界利益

（＝付加価値）と理解して、それを人件費 40％、経費 40％、経常利益 20％（法人税 10％ 

当期利益 10％）に分配するようになっている。経費は、「お客様への価値」であり、お客様

中心の価値づくりに用いられ、人件費は「従業員への価値」であり、社員とその家族の幸せ・

豊かさづくりに用いられる。すなわち従業員への給料だけではなく、様々な福利厚生を含む

従業員の処遇に活用されるのである。なお経常利益のうちの法人税は「社会への価値」であ

り、地域社会への貢献とみなされている。 

 

(4)未来工業株式会社 

 岐阜県に本社があり、事業内容は電気設備資材、給排水設備およびガス設備資材の製造販

売。経営理念は「常に考える」。 

山田昭雄（2013）『日本一社員が幸せな会社の変な“きまり“２』ぱる出版，135-137 頁 

 

５ むすびに代えて 

中小企業の経営にとって、存続のための資金繰りと人的資産として「ヒト」への投資と配

慮は決定的に重要である。管理会計としては資金計算書と売上総利益≒限界利益≒付加価

値と理解したシンプルな付加価値管理会計が必要である。 
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中小企業の事業承継型 M&A、その期待される効果と課題について 

 

大山 修（公認会計士） 

 

近年、中小企業の M&A が右肩上がりで増加していると言われている。 

主な理由として、廃業による事業価値の喪失回避や生産性、成長性の向上への貢献という

ことがあげられている。国も生産性を高めるには企業規模を大きくすることが重要という

ことで、M&A により中小企業の規模を大きくする方策を積極的に推進しようとしている。 

大企業は、資金力や組織力があるため製品サービスの市場化に優れる反面、新しいことへ

の意思決定のスピードや柔軟性に劣ることがある。 

中小企業は、逆にスピードや革新性を発揮するには優位であるが、大量生産、低コスト化

といった市場化には劣る面がある。 

大企業と中小企業には、それぞれの特徴があり、M&A により中小企業を集約して規模を

大きくするだけでは、生産性の向上にはつながらないのでないか。 

中小企業の問題は、規模の問題ではなく、経営者の高齢化や後継者がいないことにより、

経営の新陳代謝が行われず、本来の強みであるはずの革新性や環境変化対応のスピード力

が発揮できなくなっていることと考える。 

事業承継型 M&A は、企業が積み上げてきた事業価値の継承と新陳代謝による経営の活性

化の観点から考える必要がある。 

事業承継型 M&A は、「経営者の高齢化等を背景に、事業を継続するためにやむを得ず行

う M&A をいう」（中小企業庁の中小 M&A 推進計画）と定義されていて、廃業による事業

価値の喪失回避の観点からの定義づけとなっている。しかし、M&A による事業承継には、

自身の人生設計の選択やより良い経営者を求めて進んで事業を譲渡する場合もあり、経営

の活性化の観点からはこれらも事業承継型 M&A に含めるのがよいと考える。 

 

１． 期待される効果 

事業承継型 M&A の効果として以下のようなものがあげられることが多い。 

売り手側の効果としては、①事業の廃業を回避できる、②従業員の雇用や取引先との関係

を維持することができる、③オーナー経営者は株式売却等により株式を現金化でき、もしく

は相続税の納税資金の確保ができる。 

買い手側の効果としては、①事業が有していた技術やノウハウ等を引き継ぐことができ

る、②自社の事業との関係において、シェア拡大や収益力向上等のシナジー効果が期待でき

る。 

確かに短期的には上記のような効果はあるが、長期的に日本経済活性化の観点から考え

ると、以下のような効果が期待できるのでないか。 

今、日本では少子高齢化が進み、生産年齢人口が逓減しているため、シニアの活用や女性

の活躍推進の就業への取り組みが叫ばれている。 

一方では、従前から日本は起業率が欧米先進国の 10%前後に比較して５％弱程度と低く、

新陳代謝が進んでいないため、欧米並みに 10%台にすることが政策目標になっている。 
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起業率が低い理由として、日本人の保守的な国民性や資金調達の困難さなどがあげられ

ているが、大きな要因の一つとして、起業したあとの出口戦略の選択肢が少ないこともある

のではないか。人生 100 年時代と言われるように、寿命が延びた今、定年後も自身のキャリ

アを生かした新たな仕事に挑戦意欲のあるシニアは一定数いるし、生活に密着した斬新な

アイデアを SNS 等で紹介している女性も多い。起業の出口戦略としての事業承継型 M&A

が広く普及するようになれば、若者だけでなく、潜在的な意欲のあるシニアや女性の起業へ

のモチベーションを高める効果が期待できるのでないか。 

 

２． 課題について 

ご支援する立場から以下の課題を挙げておきたい。 

① M&A による事業承継を支援するためのインフラ整備と経営者の「気づき」への啓蒙 

EU では事業承継は起業の一形態と位置付けられており、親族以外への承継を前提と

した企業データベースの構築や仲介コストの負担など多様な支援策が講じられている。

日本も事業承継プラットフォームの立ち上げや事業引継ぎ支援センターの体制強化な

ど支援強化が図られてきている。今後は経営者の「気づき」への啓蒙活動が重要になる。 

② M&A 支援会社の職業倫理の保持と専門的知見の確保 

中小企業の M&A 件数の増加に伴い、M&A 仲介等の支援会社も増えてきているが、

現在のところ、支援業務について免許等の条件はない。そのため業務内容の質や報酬の

決め方にばらつきがあり、M&A への抵抗感の一因になっている。特に M&A 仲介業の

場合、マッチング情報の提供サービスが主であり、売り手と買い手の双方から報酬を得

るため、利益相反取引が問題視されている。国は 2021 年中に M&A 支援機関の登録制

度を創設し、「中小 M&A ガイドライン」の遵守宣言を登録要件とすることとしている。 

また、M&A 支援にはビジネスの知見だけでなく、会計、税務、法務等の知識が必須で

ある。専門的知見を有し、継続的に研鑽する仕組みが必要と考える。 

③ 決算書の信頼性の確保 

中小企業の決算書は通常は外部監査を受けていないため、信頼性に欠ける場合がある。

多くの企業が公認会計士監査を受けるのが本来は望ましいが、監査人のキャパシティの

制約もあり、現実には困難である。その一方で、日本の場合、ほとんどの企業には税理

士の関与があり、税理士法には第 33 条の 2 に規定する書面添付制度がある。書面添付

制度は、間接的ではあるが決算書の信頼性を高めることになるため、広く普及すること

が望まれる。 

④ 中小企業が採用する会計基準の普及促進 

財務デューデリジェンスを行ったときには、決算書を企業会計基準に従った処理に修

正することがある。退職給付引当金や賞与引当金などは修正する場合が多いが、固定資

産の減損会計や資産除去債務などの将来予測を必要とする見積り項目をどこまで修正

すべきか判断に迷うことがある。日本では、IFRS、日本基準の企業会計基準、中小会計

作成指針、中小会計要領などの会計基準が併存しており複雑すぎる状況にあると思う。

中小企業には、取得原価主義を中心とする中小会計要領の普及を促進することが望まし

いと考える。 
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認定研修について 

 

本大会の特定のプログラムは、以下の団体より認定研修の承認をいただいております（承

認順）。 

 

■ 東海税理士会 

プログラム 認定番号 研修会コード 

基調講演 東海 3 第 399 号 0921107100010010900 

統一論題報告 東海 3 第 400 号 0921107100020010900 

統一論題討論 東海 3 第 401 号 0921107100030010900 

 

■ 名古屋税理士会 

プログラム 研修会コード 

基調講演 0821079500010010800 

統一論題報告 0821079500020010800 

統一論題討論 0821079500030010800 

 

■ 日本公認会計士協会 

日本公認会計士協会からも、基調講演、統一論題報告、統一論題討論につきまして、

CPE 研修の認定をいただいております。 
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自由論題報告 
 

 

 

 

 

 

第一会場（キャッスルホール 1303 教室） 

司 会 坂上 学 氏（法政大学） 

 

第二会場（キャッスルホール 1304 教室） 

司 会 飯島 康道 氏（愛知学院大学） 

 

令和 3 年 9 月 19 日（土） 

10 時 00 分 ～ 11 時 40 分 
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■自由論題報告 第一会場 

 

現行会社法における中小会社会計の目的の変化 

―中小会社の機関設計との関連で― 

 

星野 有理子 

（近畿大学大学院産業理工学研究科博士後期課程） 

 

平成 18（2006）年に，現行会社法が施行された。これにより中小会社においては，機関設

計の自由化が認められ，会社法上の各種機関を採用することで，任意に自らのガバナンスを

強化することが可能となった（石井 2008，7）。一般に，内部統制機構に関して大会社は充

実している場合が多いが，中小会社ではそれがないか，あっても十分に機能していない場合

が多い（武田 2006，12）。 

また，現行会社法では，直接的な利害関係者である株主と債権者との利害調整が基本的課

題として求められるため，情報提供機能については，従来のような不特定多数のステークホ

ルダーに対する情報提供ではなく，株式会社にとって直接的利害を有する株主と債権者と

に対する情報提供というように計算規定の目的が設定された（武田 2006，72）。このことか

ら，情報提供機能の内容が変わったように思われるが，それはなぜなのだろうか。 

武田（2006，141）によれば，株式会社における利害関係を類型化すると，1．株主間の利

害関係，2．株主と経営者の利害関係，3．株主と会社債権者との利害関係となる。そして，

これを踏まえて会社が機関設計をするためには，両者の関係を理解する必要があるとする。

ではこれら類型に中小企業会計との関係でふさわしい機関設計は何なのであろうか。 

本報告では，これらのことについて，検討する。 

 

【引用文献】 

石井裕介「1．機関設計」江頭憲治郎・門口正人．2008．『会社法体系』青林書院．5-25． 

武田隆二．2006．『新会社法と中小会社会計』中央経済社． 
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ブロックチェーン技術を用いた会計帳簿の正規の簿記の発展性 

 

高砂 昭宏（税理士） 

 

複式簿記は過去から現在まで長く使われているシステムである。 

日本の各種の法律においても会社法、商法、租税法などがその正規の簿記の原則に従った

処理が要請されている。 

複式簿記の長所としては、そのシステム上取引をもれなく（網羅性）正確（真実性）に記

帳をすれば、その作成された帳簿は高い信頼性が得られることにある。 

しかし、その反面、その行われた取引が真実なものであるかどうかを判断することは、帳

簿上だけでは難しく、そのため作成された帳簿が真実性を持つためには監査を行い、複式簿

記で作成された帳簿を補う必要がある。 

監査は外部監査と内部監査に分けられ内部監査は社内での監査役が行い、また、外部監査

については上場企業や資本金一億円以上のなど一定の規模の企業については公認会計士や

監査法人の外部監査を受け、また、それ以外の中小企業についても税務申告の必要性とその

観点から税理士の税務の監査が行われてきた。 

これは複式簿記の限界であったものであり、そのため過去においては「三式簿記」なる考

え方も出てきたこともある。 

ＴＫＣ全国会の会計事務所では、それを補うために月次巡回監査を行い、またそのシステ

ム上、遡及し訂正、修正、削除が出来ないシステムを用いて、簿記の「見え消し」の手法を

コンピュータ上実現しその帳簿の信頼性を上げている事例もある。 

帳簿も電子化され、また保存される証拠書類である証憑なども電子化が可能となってき

ている現在において、従来の紙が前提である帳簿そのものを見直す必要があると考え、さら

に複式簿記の欠点であった帳簿の真実性について、第三者が暗号のカギをかける技術であ

るブロックチェーン技術を使えばその真実性を確保することは可能ではないかと考える。 

前述のＴＫＣ全国会のような遡及訂正等ができないシステムと組み合わせることにより

さらにその帳簿の真実性を高めることができる可能性があると考える。 

このコロナ禍を経験した後で、取引、契約等も押印などが不要になる方向に向かった場合、

これらがブロックチェーン技術を用いて行われる可能性が大きくあることから、その作成

されたデーターは取引が行われた瞬間に作成され、作成されたデーターを連携するにより

記帳処理は適時にリアルに認識され、帳簿作成がより加速的に認識され、入力作業そのもの

の無くなる可能性がある。 

これらのことを考察していきたいと考える。 
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日本の中小企業におけるクラウド会計導入に関する意識調査 
 

 菅原 智（関西学院大学） 

加納 慶太（県立広島大学） 

 

 近年、会計の分野において、先端デジタル技術（クラウド、ビッグ・データ、ブロック・チェ

ーン、人工知能（AI））が重要な役割を担い、実務に影響を与えているといわれている（Al-Htaybat 

et al. 2018; Handoyo and Anas 2019; Moll and Yigitbasioglu 2019; Kotb et al. 2019）。すでに、多くの

ソフトウェア等が開発され、会計、税務、簿記および監査のプロセスが自動化されている。しか

しながら先行研究の多くは、そのような先端デジタル技術により会計がどのように影響を受け

るかについてまだ十分な研究が実施されてきていないと警鐘を鳴らしている（Moll and 

Yigitbasioglu 2019; Kotb et al. 2019; Wells 2018）。このような中でも特にクラウド会計は、各国の

多くの企業において採用されるようになってきており（Nixon 2015; Smith 2017）、会計実務にお

けるクラウド会計に関連する問題の把握が急務となっている。このクラウド会計の採用により

最もメリットを享受できるのは中小企業といわれている。しかし先行研究では中小企業経営者

のクラウド会計に対する意識について調査した研究はこれまでわずかしか存在していない。特

に日本では、当該テーマを対象とした実証研究はこれまで実施されてこなかった。そこで本研究

では、質問票調査による実証研究を実施し、クラウド会計採用に関する中小企業経営者の意識調

査と採用決定に影響を及ぼす要因の分析を行うことにした。 

 本研究は、兵庫県中小企業家同友会（同友会）の会員である中小企業経営者に質問票への回答

を依頼し、データを収集した。データ収集は意図的サンプリング法（purposive sampling）を採用

した。同友会の事務局に対して、本研究の趣旨を理解し回答を得られると思われる企業を 50 社

ほど選別することを依頼し、調査票を送付した。 

 判明したのは以下５点である。第１に、クラウド会計を採用しない企業の経営者は、具体的機

能を知らずに導入しない傾向がみられた。第２に、クラウド会計の採用企業であっても実際の利

用は固定型デスクトップパソコンが多く、優れた機能を有効活用できていない。第３に、クラウ

ド会計採用により、関連 IT や会計に関わる人件費を低減できるという印象が、その採用決定に

影響を与えている。第４に、クラウド会計は従業員の経営参画ツールとして利用されていない。

最後に、クラウド会計を採用する経営者はセキュリティーやプライバシーリスクをある程度割

り切って採用している。本研究によってクラウド会計に対する認識を変え、多くの企業が採用し、

経営活動の質や財務基盤を高めることに繋がることを期待している。 

 

【参考文献】 

Al-Htaybat, K., Alberti-Alhyaybat, L. and Alhatabat, Z. (2018) Educating digital natives for the future: 
accounting educators’ evaluation of the accounting curriculum, Accounting Education, 27(4), 
333-357. 

Handoyo, S. and Anas, S. (2019) Accounting Education Challenges in the New Millennium Era, Journal of 
Accounting Auditing and Business, 2(1), 35-46. 

Kotb, A., M. Abdel-Kader, A. Allam, Hussein H. and Ellie F. (2019) Information technology in the British 
and Irish undergraduate accounting degrees, Accounting Education, 28:5, 445-464. 

Moll, J. and Yigitbasioglu, O. (2019) The role of internet-related technologies in shaping the work of 
accountants: New direction for accounting research, The British Accounting Review, 51(6), 1-20. 

Nixon, R. (2015). Is technology reducing the need for CPAs?, The CPA Journal, 85, 14. 
Smith, E. (2017). Four reasons why SME owners should switch to cloud accounting. Accountancy Age, 

available on the internet at 
https://www.accountancyage.com/2017/03/24/four-reasons-why-sme-owners-should-switch-to-cloud-

accounting/. 
(Accessed 17 Feb 2021). 
Wells, P. K. (2018) How well do our introductory accounting text books reflect current accounting practice? 

Journal of Accounting Education, 42, 40–48.  
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■自由論題報告 第二会場 

 

中小企業における設備投資マネジメント・プロセス 

―非財務指標および財務業績に与える影響に関する経験的検証― 

 

牧野 功樹（釧路短期大学） 

 

 資本予算研究について，清水ほか（2010）や篠田（2018）は事前の意思決定に利用される

経済性評価技法のような具体的な技法の議論が中心となることが多く，研究対象に偏りが

あることを指摘している。清水ほか（2008）は，経済性評価技法の議論のみでは，投資案の

決定という一側面に焦点を当てたものであり，それだけでは管理会計の視点から設備投資

を十分に解明したとはいえないと主張している。そして，経済性評価技法を中心とする研究

のアンチテーゼとして，設備投資の一連のマネジメント・プロセスに注目した研究が行われ

てきた。そして，従来の資本予算研究では，経済性評価技法およびマネジメント・プロセス

に着目し，これらの採用に影響を与える要因やパフォーマンスへの影響が検証されてきた。 

これらの資本予算研究は大企業を研究対象としている。Block (1997)は，中小企業は経営

資源が乏しいため、適切な資本予算技術を使用することが重要であると主張している。

Sarwary(2019)は，中小企業における資本予算研究のレビューを実施し，多くの研究が，中小

企業における資本予算の利用実態を記述するにとどまっていることを指摘した。 

日本の研究に目を向けると中小企業の資本予算に焦点を当てた研究は，筆者の知りうる

限り，ほとんど存在していない。そのため，本研究は中小企業が設備投資マネジメント・プ

ロセスを実施することによる非財務および財務的な効果を検証することを目的とする。そ

のために，北海道の釧路・根室地区に所在する中小企業に対する 2 度の質問票調査を実施し

た結果について，共分散構造分析を実施した。 

 主要な結果は，以下の４点である。第１に，設備投資の事後評価を実施することで，設備

投資に関する情報の収集が可能になることを示した。第２に，設備投資の事前評価を実施す

ることで，適切なタイミングでの投資が可能になることを明らかにした。第３に，設備投資

プロジェクトに関する全社的な合意形成を行うことが，財務業績の向上に資するという結

果を得た。第４に，情報の収集が財務業績に負の影響を与えるという結果となった。 

 

【参考文献】 

清水信匡，加登豊，梶原武久，坂口順也．2010.「資本予算」．加登豊，梶原武久，松尾貴巳編著

『管理会計研究のフロンティア』中央経済社：153–172. 

篠田朝也. 2018.「資本予算実務の課題―管理会計の拡張と資本予算実務―」『管理会計学』26(2):63-

75. 

清水信匡・加登豊・坂口順也・河合隆治. 2008.「マネジメント・プロセスとしての設備投資の実

態分析―質問票調査からの発見事項―」『原価計算研究』32(2):1-14. 

Block, S. 1997. Capital Budgeting techniques used by small business firms in 1990s. The Engineering 

Economist 42(4) :289-302. 

Sarwary, Z. 2019. Capital budgeting techniques in SMEs: A literature review. Journal of Accounting and 

Finance, 19(3).97-114.  
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新型コロナ支援融資を受けた中小企業のデフォルトリスクに関する一考察 

―阪神・淡路大震災とコロナ禍における信用保証協会の対応を中心に― 

 

櫛部 幸子（鹿児島国際大学） 

宗田 健一（鹿児島県立短期大学） 

 

現在，コロナ禍の中小企業資金調達支援において，国や地方自治体はもとより，金融機関・

信用保証協会が様々な施策を打ち出している。緊急事態における中小企業の資金調達支援

において，信用保証協会はとりわけ重要な役割を果たしている。 

中小企業の資金繰りを支えているのは金融機関による間接金融であるが，当該融資にお

いて信用保証協会は保証や代位弁済といった役割を担っている。融資や保証の判断材料と

して会計情報が重要な役割を有していることは言うまでもないが，コロナ禍のような緊急

事態では，どの程度，意思決定の判断材料として会計情報が用いられたのであろうか。 

会計情報を用いることなく融資や保証といった意思決定を行えば，結果的に日本の金融

システムを歪め，経済を混乱させ，社会問題となることが想定できる。筆者らの調査による

と，コロナ禍における融資支援手続きは必ずしも十分に会計情報をもとにしたものとなっ

ていないことが明らかとなった。このような融資や保証は，短期的には中小企業の経営危機

を救うことができるものの，長期的な視点では，中小企業の倒産や連鎖倒産，地方金融機関

の破綻，信用保証協会の代位弁済額の増加等を引き起こす可能性を孕んでいる。 

そこで，本報告では，まず，過去のクライシスの一つである阪神・淡路大震災時の兵庫県

信用保証協会の保証制度や当時の対応と，その後の 26年間に及ぶ保証債務残高や代位弁済

額の推移データをもとにクライシスの影響がどのように発現するのかを描写する。そして，

クライシスの影響がいまだ解消されていないことを示し，当時の保証制度・対応の問題点を

検討する。 

次に，過去の事例から得られた知見を基礎として，今回のコロナ禍における兵庫県信用保

証協会と鹿児島県信用保証協会の保証支援制度と各信用保証協会の対応について評価・分

析する。兵庫県信用保証協会は，阪神・淡路大震災と今回のコロナ禍という二つのクライシ

スを経験していることから，同協会の保証実績等に関するデータを用いて時系列で分析す

る。兵庫県信用保証協会と鹿児島県信用保証協会は，過去に信用保証協会としてクライシス

を経験しているか否かが異なり，地域にも差がある。そこで，保証制度や対応にそれらに起

因した差異がみられるのかを比較・検証している。 

最後に，コロナ禍の各種支援策を実行する際に，会計情報がどのように利用され役立った

のか，もしくは利用されなかったのかを整理し，今後予想される「中小企業資金調達支援で

の会計情報の活用不足により生じるデフォルトリスク」を明らかにする。加えて，今後生じ

ると予想されるデフォルトの解決策を会計情報活用の視点から検討する。 
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中小企業監査制度の再考察 

―会計調査人制度の研究を中心として― 

 

宮下 仁志（税理士） 

 

周知のとおり，中小企業にとって，自社の計算書類に対する外部専門家による信頼性保証

は重要な議論の対象となっている。本報告の問題意識は，河﨑（照行．2016）が唱えた，「計

算書類の信頼性保証に関する現行制度の普及状況が低調であることに鑑み，再検討を促し

たいのが，かつて提案された『中小企業監査制度』（会計調査人制度）」の要請に応えること

こそが，外部専門家による中小企業計算書類に対する信頼性保証についての再検討につな

がると考えたからである。 

上記の問題を考察するにあたって，本報告は，外部専門家による中小企業計算書類に対す

る信頼性保証のため，武田（隆二．1989）が強く推奨した会計調査人制度につき，まずはそ

の討議の経緯を詳細に示すことを試みる。本報告では，1989 年 5 月 17 日に法制審議会商法

部会の要請により発足した，調査問題検討研究会に注目した。 

当該研究会においては，調査問題検討の経緯，調査の必要性，対象会社の範囲等，ならび

に調査の目的・対象・方法について具体的に検討された。研究会の中で，武田（1989）は，

会計調査人による調査とは，監査と異なる性格のものとして位置づけし，商法三二条，三三

条を根拠とする「会社の計算の相当性」について，「一応の確からしさ」を確証する手続き

として性格づけていた。この性格づけの基本として、武田（1989）は，「調査」とは監査と

は異なる性格のものであることを強調した。つまり正規の監査は，大会社監査についてのも

のであるが，中小会社監査については，中小会社という固有の特性から生ずる制約条件があ

るために，正規の監査と異なる「調査」という独自の位置づけが与えられる必要が生ずるわ

けがある，としている。 

さらに武田（1989）は，会計調査人による調査は，取締役保証書を基礎として行われる「会

計帳簿の記載の相当性」について吟味する手続きであるという点に特徴がある，と強調した。

この点に関連して，武田（1989）の唱えた会計調査人制度（取締役保証書を基礎に調査を行

う案）の内容を，具体的な図表「取締役保証書」および「調査報告書」を用いながら確認す

るとともに，そこに内在していた問題点についても明らかにしていきたい。 

なお，一時期は活発に議論された会計調査人制度だが，結果的には，「1990 年の商法改正

時に，衆議院法務委員会において『会計専門家による中小会社の計算の適正担保の制度につ

いては更に検討を進め，関係各位の理解を求めた上，速やかに立法上の措置を講ずること』

との付帯決議がなされたものの，この付帯決議を活かした制度改革が実現することはなか

った」（河﨑 2016、250-251）。本報告では，最後に，会計計調査人制度の改革が実現するこ

とがなかった理由についても付言する予定である。 

 

【参考文献】 

河﨑照行．2016.『最新中小企業会計論』中央経済社． 

武田隆二．1989.「座談会 商法改正問題における『調査』の検討状況」『商事法務』（1190）：4-

13．  
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会場のご案内 

■ 会場へのアクセス 

【名古屋駅（JR、名鉄、近鉄）から】 

 地下鉄桜通線乗車、久屋大通駅（5 分）、または地下鉄東山線乗車、栄駅（5 分）で地下

鉄名城線に乗り換え、名城公園駅（3 分）下車、２番出口徒歩 1 分 

【中部国際空港から】 

  名鉄電車に乗車、金山駅（特急 31 分、ミュースカイ 24 分）で地下鉄名城線に乗り換

え、名城公園駅（14 分）下車、２番出口徒歩 1 分 

【名古屋空港から】 

  名古屋空港直行バス乗車、栄（約 20 分）下車後、地下鉄名城線に乗り換え、名城公園

駅（4 分）下車、２番出口徒歩 1 分 

 

■ 名城公園キャンパスのご案内 

名古屋市営地下鉄地名城線「名城公園」駅の 2 番出口から左に徒歩 1 分、一番手前の 3 階

建ての建物が会場のキャッスルホールです。 

 

 

  

地下鉄名城公園駅２番出口

徒歩１分でキャッスル・ホール 



 

27 

 

 

 

 

 

課題研究委員会報告 
 

 

 

 

司 会 浦崎 直浩 氏（近畿大学） 

 

中間報告 

委員長 平賀 正剛 氏（愛知学院大学） 

「日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究 

―文化的視座からのアプローチ―」 
 

最終報告 

委員長 成川 正晃 氏（東京経済大学） 

「中小企業事業継承における課題と展望 

―中小企業会計の視点から―」 

 

令和 3 年 9 月 19 日（土） 

13 時 00 分 ～ 14 時 30 分 

キャッスルホール 1302 教室 
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■課題研究委員会 中間報告 

日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究 

―文化的視座からのアプローチ― 

 

委員長： 平賀 正剛（愛知学院大学）  

委 員： 飯島 康道（愛知学院大学） 市川 紀子（駿河台大学） 

 沖野 光二（大阪経済大学） 小野 正芳（千葉経済大学） 

 宗田 健一（県立鹿児島短期大学） 櫛部 幸子（鹿児島国際大学） 

 野口 倫央（愛知学院大学） 古山 徹（嘉悦大学） 

 和田 博志（近畿大学）  

 

１．本研究の目的と問題意識 

 本研究の目的は、日本の中小企業の企業文化を視座とし、会計（特に財務会計）の基礎

概念を考えることにある。この研究目的は、①会計制度とは本来、文化の反映されたもの

であり（河﨑[2016], p.54）、②ボトムアップ・アプローチによる中小企業会計基準設定の出

発点となる中小企業の属性（河﨑[2016], p.48）には文化も含まれるはずである、という問

題意識に根差している。ところが、諸外国の会計基準設定主体や IASB（国際会計基準審

議会）によって設定された中小企業会計基準の概念フレームワークを見る限り、属性とし

ての文化が考慮されているものはほとんどないように思われる。 

 そこで本研究では「文化」を「企業文化」と捉えるとともに、Schein[1985]に示された企

業文化モデルに基づき、会計を企業文化の表層である「文物（Artifact）」、その下層文化で

ある「信奉された信条と価値観（espoused belief and values）」および「基本前提（basic 

assumption）」を中小企業会計基準設定の基礎となる「企業属性としての文化」と位置付け

る。その上で、伝統的日本型会計の基礎をなす「企業属性としての文化」を明らかにする

とともに、その企業文化をより意識して日本の中小企業会計の概念フレームワークを作成

しようとすれば、その主要な諸概念はどんなものとなりうるかを考察する。さらに、日本

の中小企業の企業文化解明にあたっては一つの仮説を立てる。それは、日本の中小企業の

属性としての文化は、三戸[1991a, 1991b]が論じた「家の論理」であるという仮説である。 

 本研究は、（1）第一部：問題提起と日本の「企業文化」の検証、（2）第二部：現行の日

本の中小企業会計制度の分析、（3）第三部：中小企業会計の概念フレームワークの検討の

三部から構成される。今大会での中間報告では、上記第一部の内容を報告する。 

 

２．中小企業に「家」的特徴は残存しているか？―上場企業をサロゲートとして― 

本研究は、中小企業において日本的経営の特徴が残っているか否かを探求することを意

図したものである。日本的経営は、先行研究により様々な定義がなされるが、本研究では

三戸[1991a, 1991b]に依拠し、「家の論理」の有無をもって、日本的経営と捉える。その上

で、中小企業に「家」的な特徴が残存しているか否かを実証分析により解明することを本
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研究の目的とする。 

「永続性」を最重要視する「家の論理」から仮説を導出し、長寿性、役員持株比率の高

さ、および中小規模という基準を満たす上場企業を中小企業のサロゲートとして分析を行

った。その結果、中小企業のサロゲートとされた企業は、それ以外の企業に比して、①株

主重視の経営を行っていないこと、および②外国人持株比率が低いという特徴を有してい

ることが明らかになった。これらは「家」的な特徴から説明可能なものであった。一方

で、「家」的特徴の一つである従業員重視という傾向は観察されなかった。 

 

３．日本における中小企業の企業観 

本研究で想定する中小企業像（第１章）、日本の長寿企業のイエ的特徴（第２章）に続

き、第３章では「日本における中小企業の企業観」について整理している。これは第４章

以降に続く、会計面からみた日本の中小企業の考察の基礎をなすものである。周知のとお

り、中小企業は極めて多様な存在であり、時代や経済・技術の進展に伴いその特質は大き

く変化している。 

 本研究が想定する中小企業像とその特徴の解明を行なっていく上で，筆者は，先行研究

を踏まえ，中小企業に対するインタビュー調査の結果から，日本の中小企業の企業観を試

行的に探ってみた。調査対象は限られているが，中小企業は所有と経営が未分離という特

徴を有し，ステークホルダーが限定的であることなどに起因し，次のような企業観を有し

ていると暫定的に纏めた。すなわち，①経済利益活動と社会的価値の創出を両立させなが

ら存続を志向していること，②株主に偏重しない形での利害調整を志向していることであ

る。中小企業の企業観を図示したものは，以下の図の通りである。 

 

【参考文献】 
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■課題研究委員会 最終報告 

中小企業事業承継における課題と展望 

 

顧 問 加藤恵一郎（税理士・公認会計士） 

委員長 成川 正晃（東京経済大学） 

委 員 大槻 晴海（明治大学）             木下 貴博（松本大学） 

中島 洋行（明星大学）             久田 英詞（税理士・公認会計士） 

古川 忠彦（ｱﾙﾊﾟｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ（株）） 増山 英和（税理士） 

宮地 晃輔（長崎県立大学）         山浦 佑太（税理士） 

  

１ 研究経過とリサーチクエスチョン 

 

 本課題研究委員会は，コロナ禍の影響もあり，活動期間の１年延長を経て，これまでに 13

回の研究会を開催し研究を進めてきた。研究会の開催は，図表 1 のとおりである。 

 

図表 1 研究会の開催 

回 開催日 場所 回 開催日 場所 回 開催日 場所 

1 2018 年 11 月 2 日 東京 2 2018 年 11 月 20 日 東京 3 2019 年 2 月 27 日 東京 

4 2019 年 6 月 28 日 東京 5 2019 年 9 月 30 日 東京 6 2020 年 1 月 27 日 仙台 

7 2020 年 4 月 25 日 Zoom 8 2020 年 5 月 16 日 Zoom 9 2020 年 9 月 26 日 Zoom 

10 2020 年 10 月 17 日 東京 11 2021 年 2 月 13 日 Zoom 12 2021 年 6 月 12 日 Zoom 

13 2021 年 7 月 17 日 東京       

 

2017 年に中小企業庁から公表された「経営者のための事業承継マニュアル」では，事業

承継に向けた準備の必要性の認識→経営状況・経営課題等の把握（見える化）→事業承継に

向けた経営改善（磨き上げ）というステップを通して，→事業承継計画を策定し，→事業承

継の実行がなされるという流れが示されている（中小企業庁．2017．8）。事業承継において

は，会計（情報）の果たす役割が重要であると考えられる。しかしながら，必ずしも，今ま

で明示的に事業承継における会計の役割が指摘されてきたとはいえないと認識している。

そこで，本課題研究委員会は，リサーチクエスチョン設定のための現状認識を行ってきた。

この研究活動で約１年を費やしてきた。その結果，「中小企業の事業承継時における会計の

役立ちに関する研究」を本課題研究委員会のリサーチクエスチョンとして設定した。 

  

２ 研究方法と成果 
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本課題研究委員会は，理論的仮説設定型研究から，事業承継ケース研究，アンケート調査，

インタビュー調査，を分担しながら行ってきた。 

 

2.1 戦略的廃業概念の導出 

 「経営者のための事業承継マニュアル」で示された５つのステップを事業承継の理論的支

柱としながらも，中小企業の事業承継時には，最初から事業承継ありきではなく，廃業とい

う選択肢がありうることを確認し，「戦略的廃業」概念を提唱した。（成川正晃・加藤恵一

郎,2021）。 

 

2.2 事業承継ケース研究 

ケース研究として，宮地晃輔氏（長崎県立大学）が「小規模事業者における経営改善計

画策定支援事業を活用した事業承継の促進－税理士法人コンサルティング事例を用いて

－」を行った。 

 本研究では，人口減少・過疎化のスピードが速い長崎県平戸市において小売業（スーパー

事業）を営む小規模事業者 X 社の事業承継問題を研究（観察）対象として，国の補助事業

である経営改善計画書認定支援事業（405 事業）を活用した事業承継計画の促進を図ること

の意義を検討した。 

 本研究では，X 社を小規模企業に位置づけている。中小企業基本法第 2 条第 5 号によれ 

ば，「この法律において「小規模企業者」とは，おおむね常時使用する従業員の数が二十（商 

業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、五人）以下の事業者

をいう」とされている。 

本研究に登場する X 社事例は長崎県に所在する税理士法人 A におけるコンサルティング

事例である。税理士法人 A は日常よりコンサルティング事業に注力をしている税理士法人

であり，国・自治体や公益財団法人の補助金・助成金制度の効果的な活用を顧客（クライア

ント）に提案を行い，これにより経営改善のサポートを行っている。 

 本研究では，税理士法人 A が X 社に提案を行った経営改善計画書認定支援事業（405 事 

業）を活用した事業承継計画の促進の事例を観察対象として，事業承継計画の促進を図るこ

との意義を検討した。 

 

2.3 アンケート調査 

インタビュー調査に先立ち，2019 年 11 月，12 月にアンケート調査「わが国中小企業の事

業承継に関する実態調査」を実施した。インタビューガイドを作成するためにも，各調査対

象企業の傾向を把握するためにも，パイロット的にアンケート調査を実施し，分析視角の絞

り込みを行なった。その結果 205 社から回答をえた。ここで得られた知見を基に，インタビ

ューガイドを作成した。 
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2.4 インタビュー調査 

 インタビュー調査は，前述したアンケート調査に回答があった 205 社のうち，特徴ある企

業を選定したうえでインタビュー調査への協力依頼を行い，それに応じた 4 社を対象とし

て半構造化インタビューにより実施した。インタビュー調査の概要は，図表 2 のとおりであ

る。 

図表 2 インタビュー調査の概要 

 企業名 事業内容 実施日時 インタビュイー 

1 山藤鉄工株式会社 製缶板金業 
2020 年 5 月 15 日 

13:25～14:20 

山形洋司氏 

（代表取締役社長） 

2 ビッグオート株式会社 
車両販売，車検，

修理業 

2020 年 5 月 15 日 

16:25～17:15 

加藤木幸夫氏 

（代表取締役社長） 

3 株式会社 Y 社 （非公表） 
2020 年 11 月 9 日 

16:00～16:50 

B 氏 

（代表取締役社長） 

4 株式会社 Z 社 
美術品の梱包，

運送，設置等 

2020 年 11 月 16 日 

14:00～15:20 

C 氏 

（代表取締役社長） 

  

インタビュー調査では，事前に作成したインタビューガイドに基づき，共通質問事項 4 問

（「経理体制」，「経理担当社員の役割」，「事業承継に向けた業績改善に対するアクション」

及び「事業承継を見据えた後継者教育」）と，アンケート調査に基づき作成した各社に固有

の質問事項 3～4 問を尋ね，さらに必要に応じて派生的な質問を行った。インタビューは調

査対象者の了解を得て録音した。 

 インタビュー調査後，録音したインタビューは，専門業者による文字起こし（逐語記録）

を行ったうえで，QSR International 社が提供する質的データ分析支援ソフト「NVivo」 を活

用して分析を行った。各社のインタビュー調査要旨は以下の通りである。 

 

2.4.1 山藤鉄工株式会社 

 事業承継後に就任した顧問税理士の指導により，「年表」の作成，年表に基づく「事業計

画」の策定，金融機関と社員向けの「決算報告会」及び「経営計画発表会」の実施などの改

革を行い，これらは現在も続いている。売上高重視から経常利益重視の経営に転換を図り，

事業承継後の経営成績と財政状態を劇的に改善することに成功した。 

 

2.4.2 ビッグオート株式会社 

 ローカルベンチマークを積極的に採用し，事業領域別に戦略，目標を定めたうえで，財務

及び非財務情報を組合せたアクションプランを策定している。アクションプランに基づく

損益計画として早期経営改善計画をまとめて，粗利重視から顧客ライフサイクルを通じた

売上高の確保へと戦略の転換を果たし，業績向上に結び付けている。 

 

2.4.3 株式会社 Y 社 
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社長の B 氏は， M&A による事業承継の可能性も排除せず，当社の事業価値向上に取り

組んでいる。その取組みは，創業者である父親の急死により計らずも事業を承継した後から

行ってきた，借入金の返済，労働環境の改善，事業の選択と集中からなる。現在，事業価値

の「見える化」が，当社の事業承継上の主要な問題となっている。 

 

2.4.4 株式会社 Z 社 

社長の C 氏は，10 年以内に長男への親族内承継を予定し，自身の経験から現場業務だけ

でなく経営面（特に経理や財務）の専門知識・スキルを身につけさせようとしている。また，

税理士事務所担当者と相談しながら，月次決算による経営状況の把握，顧客拡大による売上

高の向上，借入金の削減，専門人材の育成などの経営改善に取り組んでいる。 

 

３ 暫定的結論と今後の課題 

 事業承継のケース研究では，事業承継計画の促進を図る意義が確認された。 

また，４社の質的インタビュー調査では，さまざまな興味深い点が観察された。例えば４

社とも事業承継を経験してきている企業であった。それぞれの企業，業界における独自性

はあるものの，過去の事業承継時に抱えていた問題については，それを認識し，次の事業

承継（や M&A）時には活かそうという考えが見て取れる。また，事業承継における会計

の役立ちについても，４社ともに認識していることがわかった。 

 しかし，会計といっても，例えば借入金に注目している企業であっても，借入金をゼロに

してから事業承継すべきであると考える経営者もいる一方で，後継者の育成という面を考

え，借入金（負債）も承継させるべきだという経営者もいた。このような違いは，経営哲学

の違いも色濃く反映されていると理解した。 

その上で，なぜこのような事象が観察できたのかについは，検証が必要であるが，一つ

の仮説として，「会計情報の活用頻度の高さ」を指摘することができる。活用頻度の高さ

とは抽象的な表現であるが，会計情報を適時適切に経営者が活用できる状況を整備するこ

とが肝要であるとの副次的仮説が導出できる。中小企業は，このような体制を会計事務所

等との間で築いていくことの重要性は指摘できる。 

 したがって，今後の課題は，会計のどの部分に事業承継時の役立ちを認識しているのか，

またそのような考えに至る原因がどこにあるのかを，会計事務所との関係も含め明らかに

していく質的研究の深掘りの必要性を認識した。また，他企業の分析も加え研究蓄積を重ね

る必要がある。今後の課題としたい。 
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